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(57)【要約】
　光起電力モジュールは、複数の高電圧光起電力電池を
含む高電圧光起電力積層体を含むことができ、高電圧光
起電力電池のそれぞれが複数のサブセルを含む。ブース
トレス変換装置は、高電圧光起電力積層体からの第１の
電圧を第２の電圧に変換するよう構成され得る。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数の高電圧光起電力電池を含む高電圧光起電力積層体であって、前記複数の高電圧光
起電力電池のそれぞれが、複数のサブセルを含む、高電圧光起電力積層体と、
　前記高電圧光起電力積層体からの第１の電圧を第２の電圧に変換するよう構成されてい
るブーストレス電圧変換装置と、を備える、光起電力モジュール。
【請求項２】
　前記ブーストレス電圧変換装置は、ブーストレスマイクロインバータであり、前記第１
の電圧は、直流（ＤＣ）電圧であり、前記第２の電圧は交流（ＡＣ）電圧である、請求項
１に記載の光起電力モジュール。
【請求項３】
　接続箱を更に備え、前記ブーストレス電圧変換装置は、前記接続箱のハウジング内に設
置されている、請求項１に記載の光起電力モジュール。
【請求項４】
　前記ブーストレス電圧変換装置は、１００ＫＨｚを超えるスイッチング周波数を備える
、高周波絶縁トランスを含む、請求項１に記載の光起電力モジュール。
【請求項５】
　前記光起電力電池の特定の１つにおける、前記複数のサブセルが、直列に接続され、前
記複数の高電圧光起電力電池もまた、直列に接続されている、請求項１に記載の光起電力
モジュール。
【請求項６】
　前記ブーストレス電圧変換装置は、前記第２の電圧を第３の電圧に変換するよう更に構
成されている、請求項１に記載の光起電力モジュール。
【請求項７】
　前記ブーストレス電圧変換装置は、Ｖｍｐ＞１．４３Ｖｇｒｉｄを有する、請求項１に
記載の光起電力モジュール。
【請求項８】
　前記ブーストレス電圧変換装置は、絶縁を備えたブーストレス直流（ＤＣ）電力最適化
装置であり、前記第１の電圧及び第２の電圧は、両方ともＤＣ電圧である、請求項１に記
載の光起電力モジュール。
【請求項９】
　前記ブーストレス電圧変換装置は、前記第２の電圧を電力グリッドに供給するよう構成
されている、請求項１に記載の光起電力モジュール。
【請求項１０】
　前記ブーストレス電圧変換装置は、高電圧の前記光起電力モジュールのＶｍｐが閾値を
下回ることに応じて、バイパスモードで動作するよう更に構成されている、請求項１に記
載の光起電力モジュール。
【請求項１１】
　第１の高電圧光起電力モジュールと、
　前記第１の高電圧光起電力モジュールに結合された第１のブーストレスマイクロインバ
ータと、を備え、前記第１のブーストレスマイクロインバータは、直流（ＤＣ）電圧を交
流（ＡＣ）電圧に変換するよう構成され、前記第１のブーストレスマイクロインバータは
、第２の高電圧光起電力モジュールに結合された第２のブーストレスマイクロインバータ
に結合されている、光起電力システム。
【請求項１２】
　前記第１の高電圧光起電力モジュールに結合された接続箱を更に備え、前記第１のブー
ストレスマイクロインバータは前記接続箱の中に設置されている、請求項１１に記載の光
起電力システム。
【請求項１３】
　前記第１のブーストレスマイクロインバータは、１００ＫＨｚを超えるスイッチング周
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波数を備える、高周波絶縁トランスを含む、請求項１１に記載の光起電力システム。
【請求項１４】
　前記第１の高電圧光起電力モジュールは複数の光起電力電池を含み、前記複数の光起電
力電池のそれぞれは、複数のサブセルを含む、請求項１１に記載の光起電力システム。
【請求項１５】
　前記第２の高電圧光起電力モジュールと、前記第２の高電圧光起電力モジュールに結合
された前記第２のブーストレスマイクロインバータと、を更に備え、前記第２のブースト
レスマイクロインバータは、第３の高電圧光起電力モジュールに結合された第３のブース
トレスマイクロインバータに結合され、前記第１、第２、及び第３の高電圧光起電力モジ
ュールは直列に接続されている、請求項１１に記載の光起電力システム。
【請求項１６】
　前記第１のブーストレスマイクロインバータは、Ｖｍｐ＞１．４３Ｖｇｒｉｄを有する
、請求項１１に記載の光起電力システム。
【請求項１７】
　前記第１のブーストレスマイクロインバータは、前記第１の高電圧光起電力モジュール
のＶｍｐが閾値を下回ることに少なくとも部分的に基づいて、異なるモードに切り替わる
よう更に構成されている、請求項１１に記載の光起電力システム。
【請求項１８】
　光起電力積層体に結合されたハウジングと、
　前記ハウジング内のブーストレスマイクロインバータと、を備え、前記マイクロインバ
ータは、直流（ＤＣ）電圧を、交流（ＡＣ）電圧に変換するよう構成されている、接続箱
。
【請求項１９】
　前記光起電力積層体は高電圧光起電力積層体である、請求項１８に記載の接続箱。
【請求項２０】
　前記マイクロインバータは、１００ＫＨｚを超えるスイッチング周波数を備える絶縁ト
ランスを含む、請求項１８に記載の接続箱。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　［背景技術］
　太陽電池として一般に知られる光起電力（ＰＶ）電池は、太陽放射を電気エネルギーに
変換するための周知のデバイスである。概して、太陽放射が太陽電池の基板の表面上に衝
突し、基板の中に入ることにより、その基板のバルク内に電子‐正孔対が生成される。そ
れらの電子‐正孔対が、基板内のｐドープ領域及びｎドープ領域に移動することにより、
それらのドープ領域の間に電圧差が生じる。それらのドープ領域が、太陽電池上の導電性
領域に接続されることにより、その電池から外部回路へと電流が方向付けられる。ＰＶ電
池が、ＰＶモジュールなどのアレイ内で組み合わされる場合、全てのＰＶ電池から収集さ
れる電気エネルギーは特定の電圧及び電流を有する電力を供給できる。
【図面の簡単な説明】
【０００２】
【図１】いくつかの実施形態による、物理的に分離されたサブセルを形成するための個片
化の前の、太陽電池の断面図を示す。
【０００３】
【図２】いくつかの実施形態による、物理的に分離されたサブセルを形成するための個片
化の後の、太陽電池の断面図を示す。
【０００４】
【図３】いくつかの実施形態による、電池個片化のためのバックストップとして金属を使
用する、一対の個片化されたサブセルの一部の断面図を示す。
【０００５】
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【図４】いくつかの実施形態による、電池個片化のためのバックストップとして緩衝材を
使用する、一対の個片化されたサブセルの一部の断面図を示す。
【０００６】
【図５】いくつかの実施形態による、サブセルにダイシングされた、それぞれの太陽電池
の金属化面から見た、様々な例示的な太陽電池の平面図を示す。
【図６】いくつかの実施形態による、サブセルにダイシングされた、それぞれの太陽電池
の金属化面から見た、様々な例示的な太陽電池の平面図を示す。
【図７】いくつかの実施形態による、サブセルにダイシングされた、それぞれの太陽電池
の金属化面から見た、様々な例示的な太陽電池の平面図を示す。
【図８】いくつかの実施形態による、サブセルにダイシングされた、それぞれの太陽電池
の金属化面から見た、様々な例示的な太陽電池の平面図を示す。
【図９】いくつかの実施形態による、サブセルにダイシングされた、それぞれの太陽電池
の金属化面から見た、様々な例示的な太陽電池の平面図を示す。
【０００７】
【図１０】いくつかの実施形態による、例示的な高電圧ＰＶモジュールを示す。
【０００８】
【図１１】いくつかの実施形態による、高電圧モジュール、及びブーストレス電圧変換装
置を含むシステムのブロック図を示す。
【０００９】
【図１２ａ】いくつかの実施形態による、例示的な９６個の電池から成る高電圧モジュー
ルの例示的な性能を示す。
【図１２ｂ】いくつかの実施形態による、例示的な９６個の電池から成る高電圧モジュー
ルの例示的な性能を示す。
【図１２ｃ】いくつかの実施形態による、例示的な９６個の電池から成る高電圧モジュー
ルの例示的な性能を示す。
【００１０】
【図１３ａ】例示的な９６個の電池から成る高電圧モジュールのための、例示的なシェー
ディングシナリオを示す。
【図１３ｂ】例示的な９６個の電池から成る高電圧モジュールのための、例示的なシェー
ディングシナリオを示す。
【図１３ｃ】例示的な９６個の電池から成る高電圧モジュールのための、例示的なシェー
ディングシナリオを示す。
【図１３ｄ】例示的な９６個の電池から成る高電圧モジュールのための、例示的なシェー
ディングシナリオを示す。
【００１１】
【図１４ａ】いくつかの実施形態による、例示的な６０個の電池から成る高電圧モジュー
ルの例示的な性能を示す。
【図１４ｂ】いくつかの実施形態による、例示的な６０個の電池から成る高電圧モジュー
ルの例示的な性能を示す。
【図１４ｃ】いくつかの実施形態による、例示的な６０個の電池から成る高電圧モジュー
ルの例示的な性能を示す。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　以下の詳細な説明は本質的に、単なる例示に過ぎず、本出願の主題の実施形態、または
そのような実施形態の適用若しくは用途を限定することを意図していない。本明細書で使
用される「例示的」という語は、「実施例、例、又は例示としての役割を果たすこと」を
意味する。本明細書で例示的として説明される任意の実装は、必ずしも、他の実装よりも
好ましい又は有利であるとして解釈されるべきではない。更に、前述の技術分野、背景技
術、概要、又は以下の発明を実施するための形態で示される、明示又は暗示されるいかな
る理論によっても、拘束されることを意図するものではない。
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【００１３】
　本明細書は、「一実施形態」又は「実施形態」という言及を含む。「一実施形態では」
又は「実施形態では」という語句は、必ずしも同一の実施形態を指すものではない。特定
の機能、構造、又は特性を、本開示と矛盾しない任意の好適な態様で組み合わせることが
できる。
【００１４】
　［用語］以下のパラグラフは、本開示（添付の特許請求の範囲を含む）で見出される用
語に関する、定義及び／又は文脈を提供する。
【００１５】
　「備える」。この用語は、オープンエンド型である。添付の特許請求の範囲で使用され
るとき、この用語は、追加の構造又は段階を排除するものではない。
【００１６】
　「～ように構成され」。様々なユニット又は構成要素は、タスクを実行する「ように構
成された」として、記載又は特許請求される場合がある。そのような文脈では、「～よう
に構成され」は、それらのユニット／構成要素が、動作中にそれらのタスクを実行する構
造を含むということを示すことによって、構造を含意するために使用される。それゆえ、
それらのユニット／構成要素は、特定のユニット／構成要素が現時点で動作可能ではない
（例えば、オン／アクティブではない）場合であっても、そのタスクを実行するように構
成されていると言うことができる。ユニット／回路／構成要素が、１または複数のタスク
を実行する「ように構成され」と記載することは、そのユニット／構成要素に関して、米
国特許法第１１２条第６項が適用されないことを、明示的に意図するものである。
【００１７】
　「第１の」、「第２の」等。本明細書で使用されるとき、これらの用語は、これらの用
語が後に置かれる名詞に対するラベルとして使用されるものであり、いかなるタイプの（
例えば、空間的、時間的、論理的等）順序付けも暗示するものではない。例えば、「第１
の」光起電力モジュールへの言及は、この光起電力モジュールが順番において最初の光起
電力モジュールであることを必ずしも示唆するものではない。そうではなく、用語「第１
の」は、この光起電力モジュールを別の光起電力モジュール（例えば、「第２の」光起電
力モジュール）から区別するために使用される。
【００１８】
　「基づく」。本明細書で使用するとき、この用語は、決定に影響を及ぼす、１または複
数の要因を記載するために使用される。この用語は、決定に影響を及ぼし得る、追加の要
因を排除するものではない。すなわち、決定は、単にそれらの要因のみに基づく場合もあ
り、又は、それらの要因に少なくとも部分的に基づく場合もある。「Ｂに基づいてＡを決
定する」という語句を考察する。Ｂは、Ａの決定に影響を及ぼす要因であり得るが、その
ような語句は、Ａの決定がＣにもまた基づくものであることを排除するものではない。他
の場合には、Ｂのみに基づいて、Ａが決定されることがある。
【００１９】
　「結合された」。以下の詳細な説明は、共に「結合された」素子又はノード又は機能に
ついて言及する。本明細書で使用するとき、明示的に別途記載される場合を除き、「結合
された」とは、１つの素子／ノード／機能が、別の素子／ノード／機能に、直接的又は間
接的に接合される（又は、直接的若しくは間接的に連通する）ことを意味するものであり
、これは、必ずしも機械的なものではない。
【００２０】
　また、特定の専門用語もまた、参照のみを目的として、以下の詳細な説明で使用される
場合があり、故にそれらの専門用語は限定的であることを意図するものではない。例えば
、「上側」、「下側」、「上方」、及び「下方」などの用語は、参照される図面内での方
向を指す。「前部」、「後方」、「後部」、「側部」、「外側」、及び「内側」などの用
語は、当該構成要素について記載するテキスト及び関連図面を参照することによって明確
にされる、一貫性はあるが任意の枠組みにおける構成要素の諸部分の向き及び／又は位置



(6) JP 2017-509288 A 2017.3.30

10

20

30

40

50

を説明するものである。そのような専門用語は、特に上記の語句、それらの派生語、及び
類似の趣旨の語句を含み得る。
【００２１】
　高電圧太陽電池（本明細書において光起電力電池とも称される）、太陽モジュール（本
明細書において光起電力モジュールとも称される）、及びそれらの用途が開示される。以
下の詳細な説明では、本開示の実施形態の完全な理解をもたらすべく、具体的な操作等の
多数の具体的詳細が記載されている。これらの具体的な詳細がなくても、本開示の実施形
態を実施可能であることが、当業者には明らかであろう。他の場合には、本開示の実施形
態を不必要に不明瞭にすることのないよう、周知技術については、詳細に記載されていな
い。
【００２２】
　明細書は最初に、高電圧ウェハ（例えば、太陽電池）及びＰＶモジュールを形成する例
示的な構造及び技術について記載されており、次にブーストレス電圧変換装置を備える、
様々な例示的な高電圧モジュールについて記載されている。様々な例が明細書の随所に提
供されている。
【００２３】
　いくつかの実施形態において、太陽電池は、例えば、２、４、１６個等のより小さな個
々のダイオードにダイシングされてよく、その結果、コンタクトフィンガー沿いの電流伝
達長がより短くなることに加え、面積がより小さくなることによって、電流が低減される
。
【００２４】
　一実施形態において、各サブセルは、ダイシングされた後に互いに相互接続されてよい
一方、他の実施形態においては、高電圧ウェハ及び太陽電池は、モジュール相互接続を増
加させることなく、又はより小さい電池の取り扱いを要求することなく、太陽電池ウェハ
のダイシング、又は個片化を可能にすべく、ハンドルとして金属化を使用することによっ
て形成され得る。例示的な一実施形態において、単一の太陽電池（例えば、１２５ｃｍ、
１５６ｃｍ、２１０ｃｍ）は、モジュールの電流及び電圧の柔軟性に加え、金属化の柔軟
性を実現すべく、より小さな電池へとさらに分割される。
【００２５】
　モジュールの電流及び電圧の柔軟性を示す一例として、単一のシリコンＰ／Ｎダイオー
ドが０．６～０．７４Ｖの開回路電圧（Ｖｏｃ）を有するシナリオについて検討する。い
くつかの太陽電池の最大電圧（Ｖｍｐ）はおよそ０．６３Ｖである。したがって、単一の
ダイオードセルは、０．６３Ｖの電圧を有するであろう。このような例において、１０個
のサブダイオードが単一の全域ウェハ上で製造され、直列で接続される（図９の例に示さ
れる）場合、電池全体の電圧は６．３Ｖとなるであろう（標準的な電池のおよそ１／１０
の電流、又は約０．５Ａ）。この電圧の９６個の電池が、モジュール内に直列に配置され
る場合、モジュールの動作電圧は約６０４．８Ｖ　ＤＣとなるであろう。これにより、３
０～６５Ｖ　ＤＣの標準的なモジュールＶｍｐとは対照的な高電圧モジュールが形成され
る。本明細書において高電圧モジュールとは、当該高電圧モジュールと同一サイズの標準
的なモジュールのＶｍｐよりも桁違いに大きなＶｍｐを有するモジュールを意味するもの
として使用される。本明細書において開示されるように、この電圧範囲を備える高電圧モ
ジュールの１つの用途としては、インバータ又は電力最適化装置内におけるパワーエレク
トロニクスの簡易化、縮小化、又はさらにはその必要性を排除する機能である。
【００２６】
　いくつかの実施形態において、親セル内のサブセルを一緒に保持し、機械的一体性をも
たらすべく、金属化スキームが使用され、その結果、モジュールの構築時に処理の複雑性
が追加されることが必ずしも必要とされず、電池は物理的に分離されたままである。いく
つかの実施形態は更に、サブセル相互接続内における、ビルトインの応力除去の使用を伴
う。記載される実施形態は、製造における複雑さ、若しくは金属化の諸問題を扱うことな
く、またはフィールド信頼性の懸念が増えることなく、より大きなウェハへの拡張を可能
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にし得る。
【００２７】
　様々な実施形態において、モノリシックな金属化構造が、個片化前に複数のサブセルを
共に結合するためのバックプレーンとして使用され得る。このような実施形態において、
金属化構造の裏面とは別の、別個のバックプレーンが必要とされない。この手法は、個々
のサブセルの取り扱い、又は追加のレベルの金属相互接続を要求しない、対応する親セル
上でのセル間の接続を可能にする。更に、この手法は、ビルトイン金属化の相互接続を可
能にし、従って、従来の相互接続パッドのデッドスペースを除去または著しく低減する。
本明細書に記載される実施形態により、１／２セル、１／４セル、１０セル又は６セル設
計を使用する、いくつかの例示的なレイアウトが、以下により詳細に記載される。いくつ
かの構成においては、３×３、４×４、又は親セルを備える何らかの他のサブセル構成を
含む設計といった、他の設計が想到されることに留意する。いくつかの実施形態は、バッ
クコンタクト太陽電池を対象とし、いくつかの実施形態は、制御可能な電圧及び電流を備
えるダイシングされたマルチダイオードセル、可動電圧及び電流を備えるモジュールの映
像、並びに比較的大きなセルの作成を可能にする。
【００２８】
　様々な実施形態において、相互セル接続のために応力除去をビルトインする設計が上記
の個片化手法と共に実装され、クラックのリスクを低減する。更に、いくつかの実施形態
において、エッジ損失（edge losses）の低減のための手法が実装される。このような一
実施形態において、太陽電池の受光表面のテクスチャ化の前に、予め溝形成が行われる。
その後破壊プロセスが行われ、場合により分離後の不動態化プロセスが行われる。
【００２９】
　様々な実施形態において、基板又はウェハ（例えば、シリコン）の分離プロセス中にお
ける、金属の損傷のリスクに対処するための手法が記載される。例示的な一実施形態にお
いて、金属が直接スクライブされないように、アブレーション停止部として緩衝材を使用
することにより、損傷をなくす、又は少なくとも軽減する。
【００３０】
　追加のリスクとしては、例えばＳｉを完全に分離しないことにより、又はサイクル中に
分離されたＳｉ領域を互いに接触させることにより、基板を通じて短絡が生じることが挙
げられる。１または複数の実施形態が、短絡及びシリコンの摩耗というリスクを軽減する
ために、複数の個々のシリコン部分の間の溝を充填すべく、封止材を導入することによっ
て、このような問題に対処する。このような一実施形態において、エッジを不動態化及び
絶縁するために、耐金属不動態化材料が一次又は二次反射防止コーティング（ＡＲＣ）層
として使用される。
【００３１】
　図と関連して以下により詳細に記載されるように、本明細書に記載の特定の実施形態は
、およそ２０マイクロメートル超の厚さを有する金属又は金属化構造が、電池を一緒に保
持するために金属を使用することにより、太陽電池内のシリコン（Ｓｉ）のクラックをさ
もなければ伴う、電力損失を防ぐために、使用され得るということの理解に基づいて、実
装され得る。本明細書に記載の実施形態は、サブセルを有する全域ウェハに結合された金
属構造（例えば、めっき、又はホイル、又はリボン等による）を提供する。金属は、サブ
セル相互接続がサブセル金属化と同一操作で形成されるように、パターニングされる。更
に、フルセルの中にサブセルが配置され、これにより、Ｓｉは、得られる金属化構造を介
して接続される整数個のサブダイオードを提供するように分離されてよい。十分な厚さの
金属化構造を使用する接続に続き、ダイオードが分離されてよい。このような一実施形態
において、金属は、例えば、丸い溝を備える、複数の電池間の応力除去機能を含むべく、
めっき又は形成中にパターニングされてもよい。分離の後、縁部における再結合による電
力損失を制限するため、及びまた短絡に対する絶縁を提供するため、エッジは不動態化、
及び／又は絶縁されてよい。
【００３２】
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　本明細書に含まれる概念のいくつかの例示的な例として、図１及び図２はそれぞれ、本
開示の実施形態により、物理的に分離されたサブセルを形成するための個片化の前と後に
おける、太陽電池の断面図を示す。
【００３３】
　図１を参照すると、太陽電池１００は、そこに配置された金属化構造１０４を有する、
基板１０２を含む。太陽電池１００は、基板１０２内、又はその上方に交互のＮ型及びＰ
型領域を含む。一実施形態において、金属化構造１０４は、以下でより詳細に記載される
ように、モノリシックな金属化構造である。図２を参照すると、太陽電池１００は、互い
に物理的に分離されたサブセル１０８及び１１０を有する太陽電池１０６をもたらすべく
、個片化又はダイシングされている。一実施形態において、太陽電池１００はレーザーア
ブレーションを使用して個片化されており、これについては以下により詳細に記載する。
図２に示されるように、一実施形態において、個片化の際に形成され、もたらされた溝１
１２が、封止材１１４によって充填される。一実施形態において、図２にも示されるよう
に、金属化構造１０４の一部１１６は、２つのサブセル１０８及び１１０をブリッジして
いる。特定の実施形態において、サブセル１０８及び１１０は、直列又は並列ダイオード
構造を提供しており、その例について、以下に詳細に記載する。
【００３４】
　図１及び図２を再び参照し、金属化構造１０４の部分１１６が、例えば、基板１０２材
料のレーザーアブレーション等のダイシング中に、機械的支持及びバックストップの両方
として使用される。第１の特定の例において、図３は、本開示の実施形態による、電池個
片化のためのバックストップとして金属を使用する、一対の個片化されたサブセルの一部
の断面図を示す。図３を参照すると、サブセル１０８及び１１０は、基板１０２の個片化
の際に形成され、それらの間に溝１１２を有する。金属化構造１０４の部分１１６は、基
板１０２の裏面に直接形成され、したがって、金属又は金属領域が、個片化中にバックス
トップとして使用される。
【００３５】
　第２の特定の例において、図４は、本開示の実施形態による、電池個片化のためのバッ
クストップとして緩衝材（例えば、ポリマー）を使用する、一対の個片化されたサブセル
の一部の断面図を示す。図４を参照すると、サブセル１０８及び１１０は、基板１０２の
個片化の際に形成され、それらの間に溝１１２を有する。しかしながら、金属化構造１０
４の部分１１６はポリマー領域１２０上に形成され、これが次に、基板１０２の裏面に直
接形成され、したがって緩衝材が、個片化中にバックストップとして使用される。図３及
び図４のいずれかの場合において、一実施形態において、金属化構造１０４を以下でより
詳細に記載されるように、モノリシックな金属化構造として見なし得ることが理解される
。更に、一実施形態において、いずれの場合でも、サブセル相互接続が、サブセル金属と
同一操作で作成される。あるいは、サブセル相互接続は、外部的に適用されてもよいが、
追加的な処理操作が必要となるであろう。
【００３６】
　図１～図３を再び参照すると、より具体的には、一実施形態において、太陽電池は複数
のサブセルを含む。サブセルのそれぞれが個片化され、物理的に分離された半導体基板部
分を有する。個片化され、物理的に分離された半導体基板部分の隣接するものは、それら
の間に溝を有する。太陽電池はまた、金属化構造を含む。金属化構造の一部は、複数のサ
ブセル同士を結合する。更に、個片化され、物理的に分離された半導体基板部分の隣接す
るもの同士の間の溝は、金属化構造の一部を露出する。
【００３７】
　一実施形態において、金属化構造は、ホイル（例えば、追加のシード層を備える又は備
えないアルミニウムホイルなどの導電性ホイル）から作成されるか、又はめっきプロセス
によって作成される。このような一実施形態において、比較的厚い（例えば２５μｍ超）
バックメタルが使用される場合、金属への部分的レーザーアブレーションへの何らかの耐
性が付与され得る。しかしながら、薄い金属化構造（例えば、２５μｍ未満）が使用され
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る場合、信頼性試験に合格するために必要とされる金属の電気的及び物理的完全性を維持
すべく、アブレーションが、金属化構造を一切スクライブすることなしに停止される必要
があり得る。金属化構造は、めっき、印刷、結合手順の使用（例えば、ホイルの場合）に
より作成されてもよく、又は堆積、リソグラフィ、及びエッチング手法によって作成され
てもよい。
【００３８】
　一実施形態において、緩衝ストップが実装される場合（図４と関連して記載されるよう
に）、緩衝ストップは、ポリイミドなどのポリマーである。当該ポリマーは全体的に堆積
され、その後パターニングされるか、又は例えば印刷により、所望される部分にのみ堆積
されてもよい。他の実施形態において、このような緩衝ストップは、二酸化ケイ素（Ｓｉ
Ｏ２）、窒化ケイ素（ＳｉＮ）、又は酸窒化ケイ素（ＳｉＯＮ）などが挙げられるがこれ
らに限定されない誘電材料で構成される。このような一実施形態においては、誘電材料は
、低圧化学気相成長（ＬＰＣＶＤ）、プラズマ化学気相成長（ＰＥＣＶＤ）、高密度プラ
ズマ化学気相成長（ＨＤＰＣＶＤ）又は物理気相成長（ＰＶＤ）などが挙げられるが、こ
れらに限定されない堆積技術を使用して形成される。
【００３９】
　本明細書に記載の１または複数の実施形態は、全てのサブセルにわたり、単一レベルの
「モノリシック」である金属化の実装を伴うと理解されたい。したがって、得られる電池
金属化は、相互接続金属化と同一であり得、同一プロセスで同時に作成され得る。このよ
うな一実施形態において、モノリシックな金属化構造の使用は、完成した後続の全てのダ
イオードが金属化されるような、電池分離の実装に繋がる。しかしながら、他の実施形態
において、多工程プロセスが使用されてもよい。より具体的な実施形態において、モノリ
シックな金属化手法は、緩衝又は保護層（例えば、図４に記載される）と共に実装され、
その上方にモノリシックな金属化構造が形成される。このような実施形態は、以下により
詳細に記載されるように、金属自体を露出することなく、緩衝又は保護層上におけるアブ
レーション停止を可能にし得る。
【００４０】
　図２に関連して記載されるように、ダイシングされた太陽電池は更に、個片化され、物
理的に分離された半導体基板部分の隣接するもの同士の間の溝の中に配置された封止材（
例えば、ＥＶＡ、ポリオレフィン等）を含む。このような一実施形態において、封止材は
、隣接するサブセル部分の間に、短絡耐性および摩耗耐性をもたらす。一実施形態におい
て、封止材は、当該封止材が隣接するサブセルの間に短絡防止を十分にもたらすように、
およそ１０００Ｖ／ｃｍ超の絶縁破壊強度を有する。一実施形態において、封止材が適用
される場合、封止材が、個片化から生じる細い溝へと流れ込むことを保証すべく、封止材
は十分に低い粘度又は高いメルトフローを有する。一実施形態において、封止材による溝
の充填は、Ｓｉ／金属／ポリマー複合物の形成により、システムの機械的強度を改善する
よう機能する。
【００４１】
　本開示の実施形態により、ダイシングされた太陽電池の各サブセルは、およそ同一電圧
特性、及びおよそ同一電流特性を有する。一実施形態において、複数のサブセルは、複数
の並列ダイオード、直列ダイオード、又はこれらの組み合わせである。一実施形態におい
て、太陽電池、したがってサブセル部分はバックコンタクト太陽電池であり、金属化構造
は、個片化され、物理的に分離された半導体基板部分それぞれの、受光表面と対向する裏
面上に配置される。このような一実施形態において、複数のサブセルのそれぞれの裏面は
、およそ同一の表面積を有する。特定の実施形態において、複数のサブセルのそれぞれの
受光表面は、以下により詳細に記載されるように、テクスチャ化された表面である。他の
実施形態において、太陽電池はフロントコンタクト太陽電池である。
【００４２】
　本開示の一実施形態により、個片化され、物理的に分離された半導体基板部分のそれぞ
れは、例えば、Ｎ型単結晶基板から作成された、バルク単結晶シリコン基板部分である。
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このような一実施形態において、各シリコン部分は、基板自体に形成される、１または複
数のＮ＋領域（例えば、リン又はヒ素ドープ領域）、及び１または複数のＰ＋領域（例え
ば、ホウ素ドープ領域）を含む。他の実施形態において、各シリコン部分は、シリコン基
板の上方に形成された、１または複数の多結晶シリコンＮ＋領域、及び１または複数の多
結晶シリコンＰ＋領域を含む。
【００４３】
　個片化された太陽電池内における複数のサブセルの、様々な数の構成及び電気的結合が
、本明細書に記載の実施形態の精神及び範囲内において想到され得ることを理解されたい
。図５～図９の例は様々な例示的（例えば、２×２、又は２×１）なサブセル配置を示す
が、いくつかの実施形態において、他の配置（例えば、３×３、４×４等）が使用され得
る。また、図５～図９の例は、直列又は並列の構成を示すが、いくつかの実施形態におい
て、直列及び並列の構成の組み合わせが実装され得る。
【００４４】
　第１の例において、図５は、本開示の実施形態により、４個のサブセルにダイシングさ
れた、太陽電池４００Ａの金属化面から見た平面図を示す。図５を参照すると、太陽電池
４００Ａは、４個のサブセル４０２Ａ、４０４Ａ、４０６Ａ、及び４０８Ａをもたらすよ
うに、個片化されている。金属化ライン４１０Ａは、これらのサブセルのそれぞれが接す
るところで、４電池設計を一緒に保持するために使用される。一実施形態において、図５
に示されるように、応力除去機能４２０Ａが、金属化ライン４１０Ａに含まれる。また、
第１の隣接する電池位置４１２Ａ及び第２の隣接する電池位置４１４Ａへの金属化結合が
示されている。
【００４５】
　再び図５を参照すると、ダイオード概略図４５０Ａが、並列の４電池設計の電気的構成
を示す。一実施形態において、複数の個々のサブセルは、フルサイズの単一のダイオード
セルの１／４の電流であり、当該単一のダイオードセルと同一電圧を有し、これに対し、
組み合わされた４つのダイオードのフルセルは、フルサイズの単一のダイオードセルと同
一電流及び同一電圧を有する。分離後の再結合が最少となるように、拡散領域にスクライ
ブカットが行われてよい。金属ライン長は、標準的な電池の１／２であり、セルブリッジ
は１／４であり、これは、同一サイズの電池の金属厚みの低減を可能にすること、又は金
属厚みを増加させる必要なしに、より大きなウェハへと拡張することのいずれかを可能に
し得る。
【００４６】
　第２の例において、図６は、本開示の別の実施形態により、４個のサブセルにダイシン
グされた、別の太陽電池４００Ｂの金属化面から見た平面図を示している。図６を参照す
ると、太陽電池４００Ｂは、４個のサブセル４０２Ｂ、４０４Ｂ、４０６Ｂ、及び４０８
Ｂをもたらすように、個片化されている。金属化ライン４１０Ｂは、これらのサブセルの
それぞれが接するところで、４電池設計を一緒に保持するために使用される。一実施形態
において、図６に示されるように、応力除去機能４２０Ｂが、金属化ライン４１０Ｂに含
まれる。また、第１の隣接する電池位置４１２Ｂ及び第２の隣接する電池位置４１４Ｂへ
の金属化結合が示されている。
【００４７】
　再び図６を参照すると、ダイオード概略図４５０Ｂが、並列の４電池設計の電気的構成
を示している。一実施形態において、複数の個々のサブセルは、フルサイズの単一のダイ
オードセルの１／４の電流であり、当該単一のダイオードセルと同一の電圧を有し、これ
に対し、組み合わされた４つのダイオードのフルセルは、フルサイズの単一のダイオード
セルと同一電流及び同一電圧を有する。分離後の再結合が最少となるように、拡散領域に
スクライブカットが行われてよい。金属ライン長は、標準的な電池の１／４であり、これ
は、同一サイズの電池の金属厚みの低減を可能にすること、又は金属厚みを増加させる必
要なしに、より大きなウェハへと拡張することのいずれかを可能にし得る。
【００４８】
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　第３の例において、図７は、本開示の実施形態により、並列の構成の２つのサブセルに
ダイシングされた、太陽電池５００Ａの金属化面から見た平面図を例示している。図７を
参照すると、太陽電池５００Ａは、２つのサブセル５０２Ａ及び５０４Ａをもたらすよう
に、個片化されている。金属化ライン５１０Ａは、これらのサブセルのそれぞれが接する
ところで、２電池設計を一緒に保持するために使用される。一実施形態において、図７に
示されるように、応力除去機能５２０Ａが、金属化ライン５１０Ａに含まれる。また、第
１の隣接する電池位置５１２Ａ及び第２の隣接する電池位置５１４Ａへの金属化結合が示
されている。
【００４９】
　再び図７を参照すると、ダイオード概略図５５０Ａが、並列２電池設計の電気的構成を
示している。一実施形態において、複数の個々のサブセルは単一ダイオードフルセルの１
／２の電流であり、当該単一のダイオードセルと同一電圧を有し、これに対し、組み合わ
された２つのダイオードのフルセルは、フルサイズの単一のダイオードセルと同一電流及
び同一電圧を有する。分離後の再結合が最少となるように、拡散領域にスクライブカット
が行われてよい。２つの１／２電池を一緒に保持する単一の金属接合をもたらすべく、金
属ライン長は標準的な電池の１／２である。
【００５０】
　第４の例において、図８は、本開示の実施形態により、直列の構成の２つのサブセルに
ダイシングされた、太陽電池５００Ｂの金属化面から見た平面図を示している。図８を参
照すると、太陽電池５００Ｂは、２つのサブセル５０２Ｂ及び５０４Ｂをもたらすように
、個片化されている。金属化ライン５１０Ｂは、これらのサブセルのそれぞれが接すると
ころで、２電池設計を一緒に保持するために使用される。一実施形態において、図８に示
されるように、応力除去機能５２０Ｂが、金属化ライン５１０Ｂに含まれる。また、第１
の隣接する電池位置５１２Ｂ及び第２の隣接する電池位置５１４Ｂへの金属化結合が示さ
れている。
【００５１】
　再び図８を参照すると、ダイオード概略図５５０Ｂが、直列２電池設計の電気的構成を
示している。一実施形態において、サブセルは１／２の電流で、単一ダイオードフルセル
と同一電圧であり、組み合わせたフルセルは、電流は１／２であるが、同一サイズの単一
のダイオードセルの２倍の電圧である。スクライブカットが、エミッタ接合に沿って行わ
れてよい。２つの１／２電池を一緒に保持する単一の金属接合をもたらすように、金属ラ
イン長は標準的な電池の半分である。
【００５２】
　図９を参照すると、別の例が示されている。図示の通り、図９は、直列接続で配置され
た１０個のサブダイオードで作成された、フルサイズの電池を示している。この組み合わ
された電池の電圧は、同一サイズの単一のダイオードセルの１０倍である。一例として、
その電圧は、６．３Ｖｍｐであろう。組み合わされた電池の電流は、元の電池の電流の１
／１０（例えば、約０．５Ａ）であろう。このタイプの高電圧電池は、例えば、約６００
Ｖのモジュール電圧を生じるであろう、９６個の電池のモジュール等のモジュールで使用
され得る。このタイプの電池設計における、電流の１０分の１への低減は、抵抗加熱によ
って生じるピーク温度を低減することにより、信頼性及び安全性を改善し得る。
【００５３】
　本明細書に記載の通り、インバータを使用するＡＣ電力用途、又はＤＣ電力最適化装置
を使用する用途において、このような高電圧電池及び高電圧モジュールを使用すること、
当該インバータ又は当該電力最適化装置の出力に一致させるべく電圧をスケーリングする
ことにより、構成要素の費用の節約をもたらすことができる（例えば、標準的パネル電圧
（例えば、約３０～６５Ｖ）から典型的な住宅用又は商業用の電力ニーズ（例えば、約２
４０Ｖｒｍｓ　ＡＣ）にわたる、昇圧パワーエレクトロニクスの必要性を低減する、又は
無くすことにおいて）。
【００５４】
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　ここで図１０を参照すると、例示的な高電圧モジュールが示されている。ＰＶモジュー
ルは、通常動作中に太陽に面する前面と、前面と対向する裏面とを有する。ＰＶモジュー
ルは、フレーム及び複数のＰＶ電池を含む積層体を含み得る。積層体は、複数のＰＶ電池
を包囲し、囲む、１または複数の封止層を含み得る。カバー（例えば、ガラス、又は何ら
かの他の透明な又は実質的に透明な材料）が、封止層に積層されてよい。当該封止層は、
積層体の最も後方の層であるバックシートを含んでよく、積層体の残部を保護する対候性
の電気絶縁層をもたらす。バックシートは、ポリマーバックシートであってよく、積層体
の封止層に積層されてよく、又はバックシートは複数の封止層の１つと一体であってもよ
い。
【００５５】
　図１０は、ＰＶモジュール１０００の裏面を示している。ＰＶ電池、ブスバー、及びコ
ネクタなどの、特定の構成要素が図１０内に破線で示されており、これらの構成要素はバ
ックシートによって少なくとも部分的に覆われており、従って、裏面から見たときに、図
示のように可視でないであろうことを示している、ということに留意する。図１０のこの
ような描写は、ＰＶモジュール１０００の様々な構成要素の理解を容易にするためになさ
れている。
【００５６】
　図示の通り、高電圧モジュール１０００は、複数の高電圧ＰＶ電池を含み得る。ＰＶモ
ジュール１０００は、４８個のＰＶ電池１００２のアレイを示しているが、他のＰＶモジ
ュールは、６０個の電池、９６個の電池、１２８個の電池等、他の個数のＰＶ電池を含み
得る。更に、詳細に図示されないが、特定の縦列内の隣接するＰＶ電池１００２が当該縦
列内の１または複数の他の隣接するＰＶ電池１００２と直列に接続されるように、６つの
縦列が相互接続されている。図示の通り、ＰＶ電池１００２の２つの縦列のグループは、
電池接続部１００４によって直列に接続されている。
【００５７】
　本明細書に記載の通り、高電圧太陽電池は、例えば開示のモノリシックな金属化／個片
化技術により、又は従来的な技術により、直列及び／又は並列に接続されたサブダイオー
ドを含み得る。例えば、一実施形態において、高電圧モジュール１０００は９６個の電池
から成るモジュールであり得、当該９６個の電池は、図９に記載されるサブセル配置を有
し、約６００ＶのＶｍｐを有するモジュールをもたらす。様々な実施形態において、サブ
セルがどのように相互接続されるか（例えば、直列、並列、又はそれらの何らかの組み合
わせ）に関わらず、これらの相互接続されたサブセルを含む電池は、直列に接続され得る
。
【００５８】
　電池の各縦列／ストリングの一端において、ブスバー１００６が、複数の電池のストリ
ングを、接続箱１００８に電気的に結合する。続いて、接続箱１００８は、ＰＶモジュー
ル１０００のバックシート（又はフレーム）に機械的に結合されている。このような実施
形態において、ブスバー１００６は、ブスバー１００６にアクセス可能であり、ブルバー
１００６が接続箱１００８に結合され得るように、バックシートを貫通している。接続箱
１００８はまた、ＤＣ電力最適化装置のインバータ（例えば、マイクロインバータ）等の
電力変換装置１０１０に（例えば、ケーブルを介して）結合されてよい。図示の通り、電
力変換装置１０１０は、接続箱１００８のハウジングの内部または中に収容されているが
、他の実施形態においては、電力変換装置１０１０は、接続箱１００８の外側に設置され
てよい。本明細書に記載の通り、高電圧モジュールを使用すると、電力変換装置における
パワーエレクトロニクスに対する必要性を最小化でき、これによって電力変換装置に必要
とされる空間を低減できる。特に、一実施形態において、電力変換装置は、ブーストレス
電圧変換装置であり得る。結果として、一実施形態において、電力変換装置のエレクトロ
ニクスは、電力変換装置が接続箱１００８内にフィットし得るよう十分に小さくできる。
【００５９】
　ここで図１１を参照すると、高電圧モジュール１１００ａ～１１００ｎ及びブーストレ
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ス電圧変換装置１１１０ａ～１１００ｎを含むシステム１１００のブロック図が示されて
いる。図示の通り、高電圧モジュール１１００ａは、ブーストレス電圧変換装置１１１０
ａに、出力として、高電圧１１３０ａ（例えば、３００Ｖ　ＤＣ、６００Ｖ　ＤＣ等）を
提供する。電圧が既に高電圧であるため、ブーストレス変換装置１１１０ａは、ブースト
段階、又はバックブースト段階、及び金属フィルムストレージを含まない。
【００６０】
　様々な実施形態において、ブーストレス変換装置１１１０ａは、第１の電圧（例えば、
高電圧ＤＣ）を第２の電圧に変換するよう構成されている。いくつかの実施形態において
、ブーストレス変換装置１１１０ａは更に、第２の電圧を第３の電圧に変換し得る。例え
ば、一実施形態において、第１の電圧は、高電圧モジュールからの高電圧ＤＣ（例えば、
約６００Ｖ）であり得、第２の電圧は半波整流された中間的電圧であり得、第３の電圧は
、グリッドレディＡＣ電圧（例えば、１２０／２４０Ｖ　ＡＣ）であり得る。このような
例において、第２の電圧は中間的電圧である。いくつかの実施形態において、例えば、Ｄ
Ｃ電力最適化装置の用途において、第１の電圧及び第２の電圧の両方がＤＣ電圧であり、
ブーストレス変換装置の入力と出力との間に中間的電圧が存在しないことがある。様々な
実施形態において、ブーストレス電圧変換装置は、Ｖｍｐ＞１．４３Ｖｇｒｉｄを有する
。
【００６１】
　図示の通り、ブーストレス変換装置１１１０ａは、高周波絶縁トランス１１１２ａ及び
ＡＣアンフォールディング（ＡＣ　ｕｎｆｏｌｄｉｎｇ）段階１１１４ａを含む。いくつ
かの実施形態において、例えば、ブーストレス変換装置１１１０ａがＤＣ電力最適化装置
（例えば、絶縁を備えた）である実施形態においては、ＡＣアンフォールディング段階１
１１４ａが存在しなくてよいことに留意する。
【００６２】
　一実施形態において、高周波絶縁トランス１１１２ａは、高電圧モジュール１１００ａ
を下流構成要素から絶縁しつつ、高電圧１１３０ａを伝達するよう構成されている。高周
波絶縁トランス１１１２ａは、高周波絶縁トランス１１１２ａがおよそ１００ＫＨｚより
大きなスイッチング周波数を有し、従って、１００ＫＨｚ超の周波数で切り替わるよう構
成されているため、高周波と称される。高周波絶縁トランスは、高電圧において切り替え
が行われるために使用され得る。更に、高周波スイッチングを使用することにより、より
小さい磁気を使用することができ、それによって、熱消散のより少ない、より小さな絶縁
トランスを可能とする。従って、より小さな電圧変換装置が使用され得、これによって接
続箱への組み込みを可能にし得る。
【００６３】
　ブーストレス変換装置１１１０ａがマイクロインバータである実施形態において、高周
波絶縁トランス１１１２ａは、ＡＣアンフォールディング段階１１１４ａに伝達された高
電圧を提供できる。絶縁トランスの場合におけるように、ＡＣアンフォールディング段階
１１１４ａは、高周波（例えば、１００ＫＨｚ超）スイッチング装置とともに設計されて
よい。一実施形態において、ＡＣアンフォールディング段階１１１４ａは、サイクロコン
バーターベースのＡＣアンフォールディング段階であり得る。ＡＣアンフォールディング
段階１１１４ａは、本明細書に記載のように、電圧をグリッドレディＡＣ電圧に変換する
よう構成され得る。
【００６４】
　様々な実施形態において、いくつかの高電圧パネル及び対応するブーストレス変換装置
は、システムの一部であり得る。例えば、一実施形態において、第１の高電圧ＰＶモジュ
ールは第１のブーストレスマイクロインバータに結合され、第２の高電圧ＰＶモジュール
は第２のブーストレスマイクロインバータに結合される等である。第２のブーストレスマ
イクロインバータからの出力は、直列又は並列に一緒に組み合わされ、その後グリッドに
結合されてよい。従って、システムは、ストリング内に複数の高電圧パネル及びブースト
レス変換装置を含み得る。
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【００６５】
　別の実施形態において、各高電圧パネル及びブーストレス変換装置は、グリッドに直接
結合される。他の実施形態において、開示されるシステムは、グリッドレスの用途におい
て実装され得る。
【００６６】
　図１１は、高電圧モジュールのブーストレス変換装置に対する一対一の対応を示してい
るが、他の実施形態においては、複数の高電圧モジュールが特定のブーストレス変換装置
に結合されてよく（例えば、１つのマイクロインバータにつき２つの高電圧モジュール）
、又は複数のブーストレス変換装置が、特定の高電圧モジュールに結合されてよい（例え
ば、１つの高電圧モジュールにつき、２つのマイクロインバータ）。一実施形態において
、１つのマイクロインバータにつき複数の高電圧モジュールという構成は、ＶＩＮ＜１ｋ
Ｖを満たすよう決定されてよい。例えば、高電圧モジュールが１ｋＶ　ＤＣのＶｍｐを有
する場合、１つの高電圧モジュールのみが特定のマイクロインバータに対して出力してよ
く、これに対し、各高電圧モジュールが３００ＶのＶｍｐを有する場合、１、２、又は３
つの高電圧モジュールが、単一の共有されるマイクロインバータに対し出力してよい。他
の例もまた存在する。
【００６７】
　図１２ａ～図１２ｃは、図１３ａ～図１３ｄのシェーディングシナリオにおける、例示
的な９６個の電池から成る高電圧モジュールの例示的な性能を示している。図示の通り、
図１３ａ～図１３ｄは、１２個の電池８列を有する、９６個の電池から成るモジュールに
おけるシェーディングを示しており、各セルは、９つのサブセルにダイシングされている
。図１３ａ、図１３ｂ、図１３ｃ、及び図１３ｄは２％、５％、９％、及び１７％のシェ
ーディングをそれぞれ示している。このようなシェーディングは、木、建築構造物（例え
ば、煙突、サテライトディッシュ等）による場合があり、一日を通じて、サイズ及びパタ
ーンが変化し得る。従って、シェーディングパターンは、特定の高電圧モジュールの性能
を示す単純な例である。図１２ａ～図１２ｃにおける、全ての直列の線は、各電池のサブ
セルが全て直列であることを意味し、全て並列の線は、各電池のサブセルが全て並列であ
ることを意味し、３×３とは、各サブセルが、３つのサブセルの直列のストリングを、並
列に３つ有することを意味する。上記の全て直列、全て並列、及び３×３以外の他の例も
存在し得ることに留意する。
【００６８】
　図１２ａは、最大電力比率が、全て直列構成において概ねより大きく、特に、これらの
特定のシェーディングパターンにおけるより低いレベルのシェーディングにおいて、より
大きいことを示している。図１２ｂは、Ｖｍｐ／Ｖｏｃの比率は、全て直列構成に関し、
より低いシェーディングレベルにおいて、他の構成よりも高く、より高いシェーディング
レベルにおいて、より低いことを示している。図１２ｃは、全ての直列構成におけるＶｍ
ｐが概ねに、他の構成よりも、例示的なシェーディングレベルの多くにおいて、高いこと
を示している。
【００６９】
　図１２ａ～図１２ｃと同様、図１４ａ～図１４ｃは、図１３ａ～図１３ｄのものに類似
するシェーディングシナリオにおいて、各電池が１６のサブセルにダイシングされた、例
示的な６０個の電池から成る高電圧モジュールの例示的な性能を示している。
【００７０】
　図１２ａ～図１２ｃと同様、図１４ａ～図１４ｃは概して、特に、これらの特定のシェ
ーディングパターンのより低いレベルのシェーディングにおいて、直列構成がより良好な
性能を有することを示している。更に、９６個の電池から成るモジュール及び６０個の電
池から成るモジュールの両方ともは概して、高電圧電池を有するモジュールは、シェーデ
ィングが無いか部分的なシェーディングである場合に、従来的なモジュールよりも高いＶ
ｍｐをもたらし得、サブセルの全て直列接続は、電力及びＶｍｐ損失の観点において、部
分的なシェーディングに対し、比較的良好な耐性をもたらし得る（損失は、例えば、形状
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又は強度などのシェーディング条件に依存する）ことを示している。
【００７１】
　いずれの例示的な構成においても、およそ１０％のシェーディングにおいて、Ｖｍｐは
依然として約３００Ｖであり、よってＶｍｐは依然として、ブーストレス電圧変換装置と
共に使用され得る高電圧モジュールとして動作し得ることに留意されたい。一実施形態に
おいて、電圧変換装置は、ブーストレスモードにおいて動作するよう構成され得るが、例
えば、シェーディングがＶｍｐを特定の値（例えば、３００Ｖ、２６０Ｖ等）より下に下
げる場合、ブーストモードに切り替えて動作するようにも構成され得、これによりモジュ
ールの出力が依然として高電圧であり得る。一実施形態において、ブーストモードに切り
替えて動作する代わりに、ブーストレス電圧変換装置は、バイパスモードで動作し、モジ
ュールをバイパスするよう構成され得る。
【００７２】
　開示される高電圧太陽電池、モジュールは、費用、体積、及び重量を低減させ得、ブー
ストレス電圧変換装置の効率性を向上させ得る。
【００７３】
　具体的な実施形態が上述されてきたが、これらの実施形態は、特定の機能に関して単一
の実施形態のみが説明される場合であっても、本開示の範囲を限定することを意図するも
のではない。本開示で提供される機能の例は、別途の規定がない限り、制約的ではなく例
示的であることを意図するものである。上記の説明は、本開示の利益を有する当業者に自
明であるような、代替例、修正例、及び均等技術を包含することを意図する。
【００７４】
　本開示の範囲は、本明細書で対処される問題のいずれか又は全てを軽減するか否かに関
わらず、本明細書で（明示的又は暗示的に）開示される任意の機能又は複数の機能の組み
合わせ、またはそれらの任意の一般化を含む。従って、本願（又は、本願に基づく優先権
を主張する出願）の経過中に、複数の機能の任意のそのような組み合わせに対して、新た
な請求項を起草できる。具体的には、添付の特許請求の範囲に関し、従属請求項の機能を
、独立請求項のそれと組み合わせることができ、それぞれの独立請求項の機能を、任意の
適切な態様で、添付の特許請求の範囲に挙げられる特定の組み合わせに限らず、組み合わ
せることができる。
【００７５】
　一実施形態において、光起電力モジュールは、複数の高電圧光起電力電池を含む高電圧
光起電力積層体を含み、複数の高電圧光起電力電池のそれぞれが、複数のサブセルを含む
。光起電力モジュールはまた、高電圧光起電力積層体からの第１の電圧を第２の電圧に変
換するように構成されているブーストレス電圧変換装置を含む。
【００７６】
　一実施形態において、ブーストレス電圧変換装置は、ブーストレスマイクロインバータ
であり、第１の電圧は直流（ＤＣ）電圧であり、第２の電圧は交流（ＡＣ）電圧である。
【００７７】
　一実施形態において、光起電力モジュールは接続箱を更に含み、ブーストレス電圧変換
装置は、接続箱のハウジング内に設置される。
【００７８】
　一実施形態において、ブーストレス電圧変換装置は、１００ＫＨｚを超えるスイッチン
グ周波数を備える、高周波絶縁トランスを含む。
【００７９】
　一実施形態において、複数の光起電力電池の特定の１つにおける複数のサブセルが、直
列に接続され、複数の光起電力電池もまた、直列で接続されている。
【００８０】
　一実施形態において、ブーストレス電圧変換装置は第２の電圧を第３の電圧に変換する
よう更に構成されている。
【００８１】
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　一実施形態において、ブーストレス電圧変換装置は、Ｖｍｐ＞１．４３Ｖｇｒｉｄを有
する。
【００８２】
　一実施形態において、ブーストレス電圧変換装置は、絶縁されたブーストレス直流（Ｄ
Ｃ）電力最適化装置であり、第１の電圧及び第２の電圧は、両方ともＤＣ電圧である。
【００８３】
　一実施形態において、ブーストレス電圧変換装置は、電力グリッドに第２の電圧を供給
するよう構成されている。
【００８４】
　一実施形態において、ブーストレス電圧変換装置は、高電圧光起電力モジュールのＶｍ
ｐが閾値を下回ることに応じて、バイパスモードで動作するよう更に構成されている。
【００８５】
　一実施形態において、光起電力システムは、第１の高電圧光起電力モジュール、及び第
１の高電圧光起電力モジュールに結合された第１のブーストレスマイクロインバータを含
み、第１のブーストレスマイクロインバータは、直流（ＤＣ）電圧を交流（ＡＣ）電圧に
変換するよう構成され、第１のブーストレスマイクロインバータは、第２の高電圧光起電
力モジュールに結合された第２のブーストレスマイクロインバータに結合されている。
【００８６】
　一実施形態において、光起電力システムは、第１の高電圧光起電力モジュールに結合さ
れた接続箱を更に含み、第１のブーストレスマイクロインバータは、接続箱の中に設置さ
れている。
【００８７】
　一実施形態において、第１のブーストレスマイクロインバータは、１００ＫＨｚを超え
るスイッチング周波数を備える、高周波絶縁トランスを含む。
【００８８】
　一実施形態において、第１の高電圧光起電力モジュールは複数の光起電力電池を含み、
複数の光起電力電池のそれぞれは、複数のサブセルを含む。
【００８９】
　一実施形態において、光起電力システムは、第２の高電圧光起電力モジュールと、第２
の高電圧光起電力モジュールに結合された第２のブーストレスマイクロインバータとを更
に含み、第２のブーストレスマイクロインバータは、第３の高電圧光起電力モジュールに
結合された第３のブーストレスマイクロインバータに結合され、第１、第２、及び第３の
高電圧光起電力モジュールは直列に接続されている。
【００９０】
　一実施形態において、第１のブーストレスマイクロインバータは、Ｖｍｐ＞１．４３Ｖ
ｇｒｉｄを有する。一実施形態において、第１のブーストレスマイクロインバータは、第
１の高電圧光起電力モジュールのＶｍｐが閾値を下回ることに少なくとも部分的に基づい
て、異なるモードに切り替わるよう更に構成されている。
【００９１】
　一実施形態において、接続箱は、光起電力積層体に結合されたハウジングと、ハウジン
グ内のブーストレスマイクロインバータとを含み、マイクロインバータは、直流（ＤＣ）
電圧を、交流（ＡＣ）電圧に変換するよう構成されている。
【００９２】
　一実施形態において、光起電力積層体は、高電圧光起電力積層体である。一実施形態に
おいて、マイクロインバータは、１００ＫＨｚを超えるスイッチング周波数を備える、絶
縁トランスを含む。
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【手続補正書】
【提出日】平成28年9月29日(2016.9.29)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数の高電圧光起電力電池を含む高電圧光起電力積層体であって、前記複数の高電圧光
起電力電池のそれぞれが、複数のサブセルを含む、高電圧光起電力積層体と、
　前記高電圧光起電力積層体からの第１の電圧を第２の電圧に変換するブーストレス電圧
変換装置と、を備える、光起電力モジュール。
【請求項２】
　　前記ブーストレス電圧変換装置は、ブーストレスマイクロインバータであり、前記第
１の電圧は、直流（ＤＣ）電圧であり、前記第２の電圧は交流（ＡＣ）電圧である、請求
項１に記載の光起電力モジュール。
【請求項３】
　接続箱を更に備え、前記ブーストレス電圧変換装置は、前記接続箱のハウジング内に設
置されている、請求項１または２に記載の光起電力モジュール。
【請求項４】
　前記ブーストレス電圧変換装置は、１００ＫＨｚを超えるスイッチング周波数を備える
、高周波絶縁トランスを含む、請求項１から３のいずれか一項に記載の光起電力モジュー
ル。
【請求項５】
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　前記光起電力電池の特定の１つにおける、前記複数のサブセルが、直列に接続され、前
記複数の高電圧光起電力電池もまた、直列に接続されている、請求項１から４のいずれか
一項に記載の光起電力モジュール。
【請求項６】
　前記ブーストレス電圧変換装置は、前記第２の電圧を第３の電圧に更に変換する、請求
項１から５のいずれか一項に記載の光起電力モジュール。
【請求項７】
　前記ブーストレス電圧変換装置は、Ｖｍｐ＞１．４３Ｖｇｒｉｄを有する、請求項１か
ら６のいずれか一項に記載の光起電力モジュール。
【請求項８】
　前記ブーストレス電圧変換装置は、絶縁を備えたブーストレス直流（ＤＣ）電力最適化
装置であり、前記第１の電圧及び第２の電圧は、両方ともＤＣ電圧である、請求項１から
７のいずれか一項に記載の光起電力モジュール。
【請求項９】
　前記ブーストレス電圧変換装置は、前記第２の電圧を電力グリッドに供給する、請求項
１から８のいずれか一項に記載の光起電力モジュール。
【請求項１０】
　前記ブーストレス電圧変換装置は、高電圧の前記光起電力モジュールのＶｍｐが閾値を
下回ることに応じて、更にバイパスモードで動作する、請求項１から９のいずれか一項に
記載の光起電力モジュール。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００９２
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００９２】
　一実施形態において、光起電力積層体は、高電圧光起電力積層体である。一実施形態に
おいて、マイクロインバータは、１００ＫＨｚを超えるスイッチング周波数を備える、絶
縁トランスを含む。
（項目１）
　複数の高電圧光起電力電池を含む高電圧光起電力積層体であって、上記複数の高電圧光
起電力電池のそれぞれが、複数のサブセルを含む、高電圧光起電力積層体と、
　上記高電圧光起電力積層体からの第１の電圧を第２の電圧に変換するよう構成されてい
るブーストレス電圧変換装置と、を備える、光起電力モジュール。
（項目２）
　上記ブーストレス電圧変換装置は、ブーストレスマイクロインバータであり、上記第１
の電圧は、直流（ＤＣ）電圧であり、上記第２の電圧は交流（ＡＣ）電圧である、項目１
に記載の光起電力モジュール。
（項目３）
　接続箱を更に備え、上記ブーストレス電圧変換装置は、上記接続箱のハウジング内に設
置されている、項目１に記載の光起電力モジュール。
（項目４）
　上記ブーストレス電圧変換装置は、１００ＫＨｚを超えるスイッチング周波数を備える
、高周波絶縁トランスを含む、項目１に記載の光起電力モジュール。
（項目５）
　上記光起電力電池の特定の１つにおける、上記複数のサブセルが、直列に接続され、上
記複数の高電圧光起電力電池もまた、直列に接続されている、項目１に記載の光起電力モ
ジュール。
（項目６）
　上記ブーストレス電圧変換装置は、上記第２の電圧を第３の電圧に変換するよう更に構
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成されている、項目１に記載の光起電力モジュール。
（項目７）
　上記ブーストレス電圧変換装置は、Ｖｍｐ＞１．４３Ｖｇｒｉｄを有する、項目１に記
載の光起電力モジュール。
（項目８）
　上記ブーストレス電圧変換装置は、絶縁を備えたブーストレス直流（ＤＣ）電力最適化
装置であり、上記第１の電圧及び第２の電圧は、両方ともＤＣ電圧である、項目１に記載
の光起電力モジュール。
（項目９）
　上記ブーストレス電圧変換装置は、上記第２の電圧を電力グリッドに供給するよう構成
されている、項目１に記載の光起電力モジュール。
（項目１０）
　上記ブーストレス電圧変換装置は、高電圧の上記光起電力モジュールのＶｍｐが閾値を
下回ることに応じて、バイパスモードで動作するよう更に構成されている、項目１に記載
の光起電力モジュール。
（項目１１）
　第１の高電圧光起電力モジュールと、
　上記第１の高電圧光起電力モジュールに結合された第１のブーストレスマイクロインバ
ータと、を備え、上記第１のブーストレスマイクロインバータは、直流（ＤＣ）電圧を交
流（ＡＣ）電圧に変換するよう構成され、上記第１のブーストレスマイクロインバータは
、第２の高電圧光起電力モジュールに結合された第２のブーストレスマイクロインバータ
に結合されている、光起電力システム。
（項目１２）
　上記第１の高電圧光起電力モジュールに結合された接続箱を更に備え、上記第１のブー
ストレスマイクロインバータは上記接続箱の中に設置されている、項目１１に記載の光起
電力システム。
（項目１３）
　上記第１のブーストレスマイクロインバータは、１００ＫＨｚを超えるスイッチング周
波数を備える、高周波絶縁トランスを含む、項目１１に記載の光起電力システム。
（項目１４）
　上記第１の高電圧光起電力モジュールは複数の光起電力電池を含み、上記複数の光起電
力電池のそれぞれは、複数のサブセルを含む、項目１１に記載の光起電力システム。
（項目１５）
　上記第２の高電圧光起電力モジュールと、上記第２の高電圧光起電力モジュールに結合
された上記第２のブーストレスマイクロインバータと、を更に備え、上記第２のブースト
レスマイクロインバータは、第３の高電圧光起電力モジュールに結合された第３のブース
トレスマイクロインバータに結合され、上記第１、第２、及び第３の高電圧光起電力モジ
ュールは直列に接続されている、項目１１に記載の光起電力システム。
（項目１６）
　上記第１のブーストレスマイクロインバータは、Ｖｍｐ＞１．４３Ｖｇｒｉｄを有する
、項目１１に記載の光起電力システム。
（項目１７）
　上記第１のブーストレスマイクロインバータは、上記第１の高電圧光起電力モジュール
のＶｍｐが閾値を下回ることに少なくとも部分的に基づいて、異なるモードに切り替わる
よう更に構成されている、項目１１に記載の光起電力システム。
（項目１８）
　光起電力積層体に結合されたハウジングと、
　上記ハウジング内のブーストレスマイクロインバータと、を備え、上記マイクロインバ
ータは、直流（ＤＣ）電圧を、交流（ＡＣ）電圧に変換するよう構成されている、接続箱
。
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（項目１９）
　上記光起電力積層体は高電圧光起電力積層体である、項目１８に記載の接続箱。
（項目２０）
　上記マイクロインバータは、１００ＫＨｚを超えるスイッチング周波数を備える絶縁ト
ランスを含む、項目１８に記載の接続箱。
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